
０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

4,730 14,666 515 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

通話録音装置貸与業務委託、講演会講師報償及び送
迎費用、講演会広報費用、会場使用料、バス広告委託
料、講座委託料、相談用ＦＡＸ購入、啓発資料消耗品、
啓発チラシ印刷、見学会広報費用、参加者保険料、バ
ス借上料、福島産食材昼食代

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

高齢消費者への通話録音装置貸与、消費生活問
題講演会、なりすまし詐欺啓発バス広告、消費者
力アップ講座、食の安全見学会、インターネットトラ
ブル防止の啓発、消費者問題啓発、相談業務円
滑化のための経費

11,743 11,743 

研修参加旅費及び負担金

⑧消費生活相談体制整備事業
相談員による多重債務相談の強化、放射能モニタ
リング検査事務補助

4,404 1,406 2,127 515 
相談員1名及び臨時職員1名の賃金、通勤手当、社会保
険料（事業主負担分）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員等の国民生活センター等での研修への参
加

796 796 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

測定用機器維持費、暖房費用

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
放射性物質測定機器による食品等のモニタリング
検査の実施

3,324 3,324 

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 福島市 自治体コード

合計 20,267 

007043

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

⑭消費者安全法第46条第２項に基づく法定受託事務
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業
（新設・増設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

なし

（強化） 放射性物質測定機器による食品等のモニタリング検査の実施

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存） 相談員２名で対応

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） 高齢者や多重債務関連パンフレットの配布、消費者講座の実施

（強化）
高齢消費者への通話録音装置貸与、消費生活問題講演会の開催、なりすまし詐欺啓発バス広告、消費者力アップ講座の開催、食の安全見
学会の開催、インターネットトラブル防止の啓発

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存） 国民生活センター開催専門研修を受講

（強化） 国民生活センター等開催の消費生活相談員要請講座や専門研修を受講

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

（既存）

（強化）

（強化） 相談員３名による多重債務相談の強化、放射能モニタリング検査の検査業務補助のための臨時職員1名の雇用

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 18,163             千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

千円

54,671                千円

うち交付金等対象経費 19,911             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,092                 千円

うち交付金等対象経費 30,450             千円

前年度の消費者行政予算 47,047                千円

追加的総費用

4,048       

平成20年度の消費者行政予算 13,805                

2        

千円

人日 年間実地研修受入総日数 人日

対象人員数
（報酬引上げ）

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 34,760             千円 20年度差

うち先駆的事業 2,635                 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

2        3,430  

うち交付金等対象外経費 16,597             千円

今年度の消費者行政予算

4,048                 千円

20,955             



６．市町村の消費生活相談員の配置について

７．今年度の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例について

④その他

相談員数 今年度末予定

②研修参加支援 ○ 国民生活センター等開催の研修受講を拡大する。

相談員数

③就労環境の向上 ○ 相談関係資料、執務環境を整備する。

人

相談員数 3        

消費生活相談員の配置 前年度末 人 人

①報酬の向上

人

今年度末予定

②前年度における雇止めの有無

①前年度における首長表明の有無

相談員総数 3        今年度末予定 相談員総数

人

人

処遇改善の取組 具体的内容

前年度末 人

うち定数外の相談員 前年度末 今年度末予定 相談員数 3        

有

うち委託等の相談員

3        

相談員数うち定数内の相談員

無

人前年度末 相談員数



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,896 4,916 461 合計 20,411 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

啓発物品代、ラジオＦＭ広告費、チラシ配布委託料、講
師謝礼金、備品費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

消費者団体対象の研修の実施 3 3 旅費

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者啓発の強化 3,740 3,740 

研修受講に係る旅費、受講料

⑧消費生活相談体制整備事業
消費生活相談員の報酬の増額
自家消費野菜等の放射能検査体制の整備（人件
費）

14,247 1,385 833 461 
増額分の報酬及び共済費
自家消費野菜等放射能検査に係る人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員等の研修参加支援 294 210 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 弁護士による相談事例研究会の実施 130 130 弁護士報償金

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

自家消費野菜等放射能検査に係る消耗品・校正費等

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト） 自家消費野菜等の放射能検査体制の整備 1,997 1,511 

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 会津若松市 自治体コード 007044

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

なし

弁護士による相談事例研究会の実施

研修参加支援

研修参加回数の増加

消費生活相談員月額報酬15万円

消費生活相談員月額報酬18万円、自家消費野菜等の放射能検査体制の整備（人件費）

出前講座、消費生活講座、市政だより等による広報

啓発物品の配布、出前講座・消費生活講座の充実、啓発ラジオ放送、情報コーナーの設置

なし

消費者団体対象の研修の実施

自家消費野菜等の放射能検査体制の整備

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存） なし

（強化）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

（強化）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円うち交付金等対象外経費 12,292             千円 千円 前年度差 -4,728             

千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 17,020             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,783                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 6,412               千円

千円

23,432                千円

対象人員数
（報酬引上げ）

2        

追加的総費用

2,679       

平成20年度の消費者行政予算 4,355                 

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,760  

実施形態 自治体参加型

20年度差 7,937               

法人募集型

前年度の消費者行政予算

3        

今年度の消費者行政予算 20,565                千円

うち交付金等対象経費 8,273               千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,679                 



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

無

無

相談員数 今年度末予定 相談員数

③就労環境の向上

④その他

①報酬の向上 ○ 報酬を月額１５万円から１８万円に増額する。

②研修参加支援 ○ 研修の参加機会を増やす。

人

相談員数 2             今年度末予定 相談員数 2             人

相談員総数 2             今年度末予定 相談員総数 2             人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

うち委託等の相談員 前年度末 人

うち定数外の相談員 前年度末 人

処遇改善の取組 具体的内容

今年度末予定 相談員数 人

消費生活相談員の配置 人前年度末

人うち定数内の相談員 前年度末 相談員数



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

合計 111,151 4,834 4,526 524 

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

パンフレット等作成代、弁護士等への謝礼、自家消費
野菜等放射能検査委託費・維持費等

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害未然防止のための啓発、弁護士等に
よる法律相談、FPによる生活再建相談、自家消費
野菜等放射能検査

95,440 4,782 3,868 524 

消費行政等研修旅費・研修負担金、自家消費野菜等
放射能検査に関する研修等旅費

⑧消費生活相談体制整備事業 嘱託職員人件費 15,037 359 常勤嘱託職員の時間外勤務に係る経費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員の研修参加支援、自家消費野菜等放射能
検査に係る経費（旅費）

590 52 299 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

相談対応用ヘッドセット・アンプの買換え、参考図
書購入

84 - - -

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 郡山市 自治体コード

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

007042

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

相談対応用ヘッドセット・アンプ代、参考図書代



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 消費生活相談員は４人全員が非常勤職員扱い。

（強化） 非常勤から常勤嘱託職員になった２人を支援し、より一層の相談体制整備を図る。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）
高齢者や中学生向けに消費者被害防止のためのパンフレットを作成し、出前講座等で配布した。多重債務相談窓口を周知するためのポスターを作成
し、公共施設等に掲示した。弁護士を活用した多重債務法律相談を月２回実施した。自家消費野菜等の放射能検査に係る業務を委託した。

（強化）
新社会人や大学生に対して消費者被害防止のためのパンフレットを作成し配布する。多重債務相談窓口周知のため、パンフレット等を作成し、公共施設
や金融機関に配布する。弁護士・司法書士を活用した多重債務法律相談を月３回実施する。生活再建相談を月１回行う。自家消費野菜等の放射能検

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 国民生活センター開催の研修に相談員３人が年１回ずつ、県の消費生活センターの研修に相談員４名が年１回ずつ参加した。

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

国民生活センター等が開催する専門講座に相談員４名と行政職員１名が参加出来るよう支援する。自家消費野菜等の放射能検査に関する研修へ参
加。



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

3,849              千円17,950            千円 前年度差

うち交付金等対象経費 9,884              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 359                   

今年度の消費者行政予算 27,834               千円

20年度差 1,656              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費

うち先駆的事業 4,000                千円

うち交付金等対象外経費 14,101            千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 73                     千円

うち交付金等対象経費 19,351            千円

2        240     

対象人員数
（報酬引上げ）

33,452               千円

平成20年度の消費者行政予算 16,294               千円

前年度の消費者行政予算

実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

実施形態 自治体参加型 法人募集型

対象人員数計

2        

追加的総費用

359         

研修参加・受入要望

参加者数 人

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

④その他

②研修参加支援 ○ 国民生活センター等が開催する研修等の旅費と研修負担金

③就労環境の向上

相談員数 今年度末予定 相談員数 人人

今年度末予定 相談員数 4            人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

相談員総数 4            今年度末予定 相談員総数 4            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

うち定数外の相談員 前年度末 人

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人相談員数 4            

前年度末 人



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

4,285 3,782 577 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

計画策定に係る会議開催経費等（465）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

高校３年生を主な対象とした消費生活講座 125 - 125 - 講師謝礼（125）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者教育推進計画策定 465 - 465 - 

相談員旅費（328）、受講料（31）、弁護士の謝礼（120）、
測定員旅費（74）、高速代（25）、

⑧消費生活相談体制整備事業
消費生活相談員1名、放射能検査に係る測定員１
名配置

5,063 1,546 2,713 577 
消費生活相談員1名人件費（2,713）、
測定員1名人件費（2,123）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活相談員・放射能検査測定員等の研修参
加支援、消費生活相談員に対する弁護士の助言

578 99 479 - 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

分析装置に係る修繕料（1,800）、保守移設等委託料
（840）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

自家消費用作物等放射能検査の放射能簡易分
析装置に係る経費【維持費】

2,640 2,640 - - 

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 いわき市 自治体コード

合計 8,871 

007041

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存） なし

（強化） 高校３年生を主な対象とした若者向けの消費生活講座を学校毎に開催し消費者被害未然防止を図る。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 複雑・多様化する消費生活相談業務に対応するため相談員を増員する。自家消費用作物等の放射能検査の測定員を雇用する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費者教育を推進するための施策に関する計画を策定する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化）
消費生活相談員の研修参加及び弁護士の助言による相談員の資質向上を図る。自家消費用作物等の放射能検査に関する研修に測定員を参加させ資
質向上を図る。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

なし

（強化） 自家消費用作物等の放射能簡易分析装置に係る維持費等を手当てし、食の安全に寄与する体制を確保する。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -116               千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

18,615               千円

うち交付金等対象経費 8,644              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 4,836                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 4,739                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 21,138             千円

平成20年度の消費者行政予算 11,814               千円

前年度の消費者行政予算 31,225               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 9,971              千円 20年度差 -1,843             

追加的総業務量（総時間）

1        1,860  

対象人員数
（報酬引上げ）

1        

追加的総費用

4,836      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

2        

うち交付金等対象外経費 10,087             千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

○ 嘱託職員の賃金については、市の技能労務職員に準じた定期昇給を行っている。

②研修参加支援 ○ 国民生活センター主催の研修等に参加させ、資格取得の奨励及び対応能力の向上を図る。

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

3            人

相談員総数 3            今年度末予定 相談員総数 3            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 3            うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,180 5,726 527 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

①消費者関係諸費2,570（・啓発グッズ作成　400・講演
会開催経費　2,170）　②自家消費野菜等放射能検査
2,706（・検査員人件費１名分2,106　・測定器の修繕費
600）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

無料法律相談 1,740 1,080 弁護士相談委託料（うち６６０，０００は自主財源）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

①消費者教育推進②自家消費野菜等「放射能検査」 5,277 2,180 2,570 527 

消費生活相談員及び担当職員研修会参加旅費（放射
能検査の研修会含む）

⑧消費生活相談体制整備事業 消費生活相談員の設置 1,727 1,727 賃金1,482・社会保険料245

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活相談員、消費者行政担当職員のレベルアップ 349 349 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 白河市 自治体コード

合計 9,093 

070252

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存） 弁護士無料法律相談会を月１回実施

（強化） 弁護士無料相談会を月３実施

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 消費生活相談員の配置（継続強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） ①消費者教育推進と啓発強化②自家消費野菜等放射能検査

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 消費生活相談員及び担当職員の研修参加支援（継続強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -1                  千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

9,092                 千円

うち交付金等対象経費 8,433              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,727                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,712                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 17,057             千円

平成20年度の消費者行政予算 660                    千円

前年度の消費者行政予算 17,717               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 659                 千円 20年度差 -1                                 

追加的総業務量（総時間）

1        1,824 

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,727     

うち先駆的事業 5,000                 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 660                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援 ○ 資格取得後さらにレベルアップを図れるよう支援をする

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

1            人

相談員総数 1            今年度末予定 相談員総数 1            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 1            うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

4,234 - 546 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

放射性物質簡易検査に係る人件費2,184、経年劣化対
応費900、消費生活啓発物1,496

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強
化を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査に係る人件費及び
維持費【交付金】、消費者被害防止のための啓発
チラシ等の配布【交付金】

5,053 4,034 546 

消費生活相談員研修140、東北都市消費者行政協議
会総会及び研修会51、研修受講料9

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加
支援）

相談員等のレベルアップのための研修参加旅費
等【交付金】

200 200 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 須賀川市 自治体コード

合計 5,253 

072079

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強
化を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 消費生活意識の啓発を図る研修会開催、消費生活に関する回覧チラシ配布

（強化） 放射性物質簡易検査に係る人件費、消費者被害防止に係る啓発物品及びチラシ配布（イベント時及び年代別の啓発）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加
支援）

（既存） なし

（強化） 国民生活センター主催の研修参加、東北都市消費者行政協議会主催の研修参加

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 5,147              千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

11,027                千円

うち交付金等対象経費 4,780              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 10,089             千円

平成20年度の消費者行政予算 525                    千円

前年度の消費者行政予算 11,189                千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 6,247              千円 20年度差 5,722              

追加的総業務量（総時間）

1        1,953  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 1,100              千円





６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

4,982 - 546 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

放射能簡易分析装置配備に伴う消耗品等購入、機器校
正費用、維持費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査事業 3,338 3,334 

放射能簡易分析装置に伴う旅費

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査事業 2,225 1,638 546 放射能簡易分析装置に伴う人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

自家消費野菜等放射能検査事業 10 10 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 喜多方市 自治体コード

合計 5,573 

072087

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 自家消費用の食品の放射能測定を実施することにより、消費者の安全・安心を確保する。（人件費）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 自家消費用の食品の放射能測定を実施することにより、消費者の安全・安心を確保する。（消耗品等購入、機器校正費用、維持費）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 自家消費用の食品の放射能測定を実施することにより、消費者の安全・安心を確保する。（旅費）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -15,367           千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

5,623                 千円

うち交付金等対象経費 5,528              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,182                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 9,671              千円

平成20年度の消費者行政予算 127                    千円

前年度の消費者行政予算 25,133               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 95                  千円 20年度差 -32                 

追加的総業務量（総時間）

1        1,944  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 15,462             千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 1            人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 1            今年度末予定 相談員総数 1            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数 1            

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

10,565 - 546 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

報償費6,888千円、旅費1,077千円、需用費542千円
委託料311千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害未然防止のための啓発、無料困りごと
相談事業（専門家派遣事業）、多重債務相談窓口
の設置

8,818 8,818 

旅費103千円、負担金6千円

⑧消費生活相談体制整備事業 放射性物質検査体制の整備 2,184 1,638 546 賃金2,184千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員及び検査員の研修参加支援 109 109 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 相馬市 自治体コード

合計 11,111 

072095

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 放射性物質検査体制の整備

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 新しく社会へ出ていく若者向けに消費者被害防止のためのパンフレット及び全戸配布用パンフレットを作成

（強化） 高校生向けのパンフレット作成、無料困りごと相談会の開催、放射性物質検査体制の整備

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 県開催の研修会への参加

（強化） 国民生活センター及び東北都市消費者行政協議会開催の研修会への参加

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 5,364              千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

19,077               千円

うち交付金等対象経費 11,111             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 12,452             千円

平成20年度の消費者行政予算 510                    千円

前年度の消費者行政予算 15,054               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 7,966              千円 20年度差 7,456              

追加的総業務量（総時間）

1        1,944  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 2,602              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援 ○ 研修参加のための旅費、負担金の支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

1            人

相談員総数 1            今年度末予定 相談員総数 1            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 1            うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

11,217 2,852 1,311 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

消費生活相談委託経費【26補正予算】1,219千円
リーフレット等作成費【26補正予算】1,633千円
放射能検査機器修繕費【一般27本予算】2,100千円
専門家派遣に伴う謝金、交通費及び通信費【4月分（基
金）832千円、5月～3月分（一般27本予算）7,755千円】

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費生活相談員の配置【26補正予算】
消費者被害防止啓発用リーフレット等の作成【一
般27本予算】
自家消費野菜等放射能検査に係る維持費【一般
27本予算】
生活再建等に係る専門家の相談会の実施【4月分
（基金）、5月～3月分（26補正予算）】

13,539 9,855 2,852 832 

⑧消費生活相談体制整備事業
自家消費野菜等放射能検査に係る操作員の配置
【第1四半期分（基金）、第2～第4四半期分（27本
予算）】

1,841 1,362 479 
自家消費野菜等放射能検査に係る操作員人件費【第1
四半期分（基金）479千円、第2～第4四半期分（27本予
算）1,362千円】

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 二本松市 自治体コード

合計 15,380 

072109

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等放射能検査を実施し食の安全安心の確保を図る。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
消費生活相談員を配置し相談窓口の強化を図るとともに、消費者被害の防止を図るため消費者への啓発事業の強化を図る。また、自家消費野菜等放射
能検査を実施し食の安全安心の確保を図る。また、多様化する消費者問題に対応するため、法テラス二本松において専門家による各種相談事業を実施
する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -10                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

15,474               千円

うち交付金等対象経費 15,380             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,841                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,814                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 11,344             千円

平成20年度の消費者行政予算 98                     千円

前年度の消費者行政予算 11,448               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 94                   千円 20年度差 -4                   

追加的総業務量（総時間）

1        2,400  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,841      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 104                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 1            人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 1            今年度末予定 相談員総数 1            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数 1            

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,375 - 489 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

消耗品費　911千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者トラブル啓発に係る経費（消耗品費） 911 911 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査に係る経費（人件費） 1,953 1,464 489 
賃金　1,638千円、通勤手当　68千円、共済費　247千
円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 田村市 自治体コード

合計 2,864 

072117

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 自家消費野菜等放射能検査に係る人件費

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 消費者トラブルに係る啓発物品、自家消費野菜等放射能検査に係る経費（消耗品費・校正費）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

2,864                千円

うち交付金等対象経費 2,864              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,953                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,694                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 6,401              千円

平成20年度の消費者行政予算 -                      千円

前年度の消費者行政予算 6,401                千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

追加的総業務量（総時間）

1        1,848  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,953      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円



千円 前年度差 -                    千円うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

7,930 - 607 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

被災者支援専門家派遣に係る費用
放射能に係る講習会費用

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

6,371 6,371 139 

研修会参加費

⑧消費生活相談体制整備事業 1,968 1,500 468 
食品等放射能検査に係る人件費１名分
消費生活相談員人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

59 59 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 26 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 南相馬市 自治体コード

合計 8,398 

０７２１２５

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 消費生活啓発事業にかかる人件費、自家消費野菜等放射能検査事業にかかる人件費

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 食品等放射能に関する講習会事業、自家消費野菜等放射能検査事業、専門家派遣事業、放射能検査員研修会参加支援

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 消費者行政研修会参加支援

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 10,635            千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

19,172               千円

うち交付金等対象経費 8,537              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,968                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,967                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 22,791            千円

平成20年度の消費者行政予算 128                   千円

前年度の消費者行政予算 22,791               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 10,635            千円 20年度差 10,507            

追加的総業務量（総時間）

1        1,968  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,968      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,616 10,263 728 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

講師謝礼、啓発用チラシ・グッズ購入

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

講演会、講座等啓発の実施 4,223 4,223 

研修旅費、受講料

⑧消費生活相談体制整備事業
消費生活相談員2名採用、放射性物質検査員1名

採用
7,470 1,456 5,286 728 専門相談員の任用、放射性物質検査員の任用

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員・職員の専門研修等参加 754 754 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

放射性物質検査に係る燃料費、修繕維持費

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

食品の放射性物質検査の実施 900 900 

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

専門家（弁護士等）派遣事業 260 260 専門家（弁護士等）派遣に係る委託料

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 伊達市

合計

072133自治体コード 平成 27 年度

13,607 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費生活講座・出前講座・講演会・街頭啓発等の実施。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 消費生活相談員及び行政職員の研修参加

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 専門家（弁護士等）の派遣事業

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存） なし

（強化） 食品等の放射性物質検査の実施

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化） 消費生活相談員2名採用、放射性物質検査員1名採用

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

なし

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

-                    千円-                    千円 20年度差 -127               千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 7,470                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 13,607               千円

うち交付金等対象経費 13,607            千円

うち先駆的事業 6,751                千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 7,528                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 12,984            千円

追加的総費用

7,470      

平成20年度の消費者行政予算 127                   千円

前年度の消費者行政予算 12,984               千円

対象人員数計

3        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

3        5,250  

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 ○ 消費生活相談員専門講座等研修会参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 2            今年度末予定 相談員数 2            

相談員総数 2            今年度末予定 相談員総数 2            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,502 - 2,570 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

需用費（消耗品費)850千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害防止のための啓発パンフレットを購入
し全戸配布する。

850 850  

⑧消費生活相談体制整備事業
消費生活相談員及び自家消費野菜放射能検査にかかる人件
費を計上し、相談体制の維持・充実と検査体制の充実を図る。 4,222 1,652 2,570 

相談員　賃   金：157,160円×11ヶ月＝1,728,760円
　　　　　 共済費：  26,310円×11ヶ月＝  289,410円
検査員　賃   金：157,160円×  3ヶ月＝  471,480円
　　　　　 共済費：  26,310円×  3ヶ月＝   78,930円
           賃   金：157,160円×  9ヶ月＝1,414,440円
　　　　　 共済費：  26,310円×  9ヶ月＝  236,790円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 本宮市

合計

007234自治体コード 平成 27 年度

5,072 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 啓発パンフレットを購入し、消費者被害防止に向けた啓発活動を実施する。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化） 消費者生活相談員及び自家消費野菜放射能検査にかかる人件費計上し、相談体制の維持・充実と検査体制の充実を図る。

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

6,053              千円6,067              千円 20年度差 6,053              千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 4,222                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 11,139               千円

うち交付金等対象経費 5,072              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 14                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 17,766             千円

追加的総費用

2,019      

平成20年度の消費者行政予算 14                     千円

前年度の消費者行政予算 17,780               千円

対象人員数計

1        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

2        3,700  

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,177 - 657 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

需用費（電気料等）450千円
啓発チラシ200千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査に係る経費（電気料
等）
チラシ等による消費者への啓発活動

650 530 120 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査に係る経費(人件費） 2,312 1,647 537 賃金2,312千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 桑折町

合計

073016自治体コード 平成 27 年度

2,962 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 放射性物質の検査体制の強化      チラシ等配布による早期相談や被害防止等の啓発事業強化

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化） 人員増による放射性物質の検査体制の検査

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

なし

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

-258               千円144                 千円 20年度差 94                  千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 2,978                千円

うち交付金等対象経費 2,834              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 402                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 4,279              千円

追加的総費用

2,184      

平成20年度の消費者行政予算 50                     千円

前年度の消費者行政予算 4,681                千円

対象人員数計

1        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,860  

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

無

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

4,240 - 2,528 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

委託費（講師派遣、広告物作成）、需用費（啓発チラ
シ、講演会消耗品、出前講座消耗品）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者トラブルの防止対策を中心とした啓発の推
進（講演会・料理教室の開催、啓発チラシの発

行、出前講座の開催）
2,700 2,700 

旅費

⑧消費生活相談体制整備事業
Ⅰ消費生活相談員１名の設置
Ⅱ自家消費用農産物等の放射能簡易分析測定

3,848 1,320 2,528 Ⅰ、Ⅱ報酬、社会保険料

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活相談員の研修旅費 220 220 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 国見町

合計

073032自治体コード 平成 27 年度

6,768 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 食の安全・安心の確保および消費者トラブルによる防止対策を推進するため、リーフレットの作成及び講演会の開催を行う。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 消費生活相談員の消費者相談対応能力の向上を図る。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化）
Ⅰ消費生活相談員を配置し、消費生活相談窓口の体制強化を図る。
Ⅱ自家消費用農作物等に含まれる放射性物質の簡易分析測定体制の充実・強化を図り、食の安全・安心の確保する。

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

なし

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

追加的総費用

3,848                  

1,384              千円1,384              千円 20年度差 1,384              千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,348                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 8,152                千円

うち交付金等対象経費 6,768              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,920                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 5,900              千円

平成20年度の消費者行政予算 -                      千円

前年度の消費者行政予算 5,900                千円

対象人員数計

2        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

2        

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総業務量（総時間）

3,580                  

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,565 - 546 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

チラシ購入費　627千円(27年度本予算）、維持費　300
千円（27年度本予算）、委託料　1名分(第1四半期　546
千円(基金)、第2～第4四半期　1,638千円(27年度本予
算))　2,184千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者啓発チラシの購入・全戸配布、貸与機器に
係る修繕費、自家消費野菜等放射能検査委託料
1名分

3,112 2,565 - 546 

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 川俣町 自治体コード

合計 3,112 

073083

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
詐欺や消費者トラブル、食品表示問題等に関する啓発チラシを配布する。消費者の食の安全・安心を確保するため、食品等の放射性物質を検査する。
自家消費野菜の放射能検査に係る修繕費、検査委託料のうち1名分を計上。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -                    千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

3,147                千円

うち交付金等対象経費 3,111              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 7,867              千円

平成20年度の消費者行政予算 36                     千円

前年度の消費者行政予算 7,903                千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 36                  千円 20年度差 -                    

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

うち交付金等対象外経費 36                  千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,886 - 900 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

パンフレットや啓発物品の購入経費、講習会の実施
委託料　387千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害防止のため啓発パンフレットの作成・
配布
委託による消費生活相談員の新規配置

587 200 - 387 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査に係る経費（人件費） 2,184 1,671 - 513 共済費　260千円、賃金　1,924千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

相談事務に係る参考図書の新規購入 15 15 - 

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 大玉村 自治体コード

合計 2,786 

073329

図書費　15千円

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 農産物の検査体制を整備することで、豊富な農産物の作付が行われ自家消費拡大を図る。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） ①消費者被害防止のため、パンフレットを作成・配布して啓発を行う。②役場職員による相談受付

（強化） ①小中学生を対象とした講習会の実施。②専門の相談員を配置し二本松市との相談の相容れを行い広域的な相談体制を確立する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -500               千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

2,786                千円

うち交付金等対象経費 2,786              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,573                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,796                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 9,481              千円

平成20年度の消費者行政予算 -                      千円

前年度の消費者行政予算 9,981                千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

追加的総業務量（総時間）

1        2,112  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 500                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 1            人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 1            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,307 - 2,295 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

パンフレット作成費　　　　　　　297千円
（＠67×1.08×4,100）
検査機経年劣化対応修繕料　300千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

・消費者被害防止のためのパンフレット全戸配布
等による啓発
・放射性物質検査体制の整備

597 550 

旅費

⑧消費生活相談体制整備事業

・消費生活相談員を天栄村と共同で設置し、消費
生活に関する相談窓口の空白地域の解消を行う。
・放射性物質検査体制の整備

3,881 1,586 2,295 

相談員人件費　　　　　　　　　1,726千円
（賃金7,200×4日×52週、社会保険料19,000×12ヶ月）

検査員人件費・社会保険料　　569千円
（賃金7,000×21日×3月、手当58,680，社会保険料
22,790×3ヶ月）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活相談員の対応力強化のため、消費生活
センター等での研修会に参加する。 67 67 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

・消費生活ホットライン創設のための電話工事費
・消費生活相談のための事務費、参考資料

104 104 

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 鏡石町 自治体コード

合計 4,649 

007342

消費生活相談室（仮称）電話新設工事
ファイル、参考図書
電話使用料

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 消費生活相談員の設置、食の安全安心を確保するための体制整備

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 消費者被害を防止するため啓発パンフレットを全戸配布。放射能物質検査体制の強化。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 消費生活相談員の対応力強化等のための研修参加

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化） 消費生活相談室の運営、ホットライン電話の設置

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -255               千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

4,649                 千円

うち交付金等対象経費 4,602              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,881                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 5,237              千円

平成20年度の消費者行政予算 10                     千円

前年度の消費者行政予算 5,539                 千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 47                   千円 20年度差 37                   

追加的総業務量（総時間）

2        3,201  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

3,881      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

2        

うち交付金等対象外経費 302                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

1            人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 1            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

消費生活啓発物品の配布及び検査機器に係る維持費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

725 725 

担当職員研修会参加旅費

⑧消費生活相談体制整備事業 2,184 1,638 546 食品放射能検査体制強化

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

6 6 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

5 5 

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 天栄村 自治体コード

合計 2,920 2,374 - 546 

073440

参考図書購入費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（強化） 食品放射能簡易分析装置操作員に対する補助を行い、分析業務窓口の機能強化を図る。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 従来の啓発活動に加え、消費者庁から貸与された食品放射能簡易分析装置の運用を行い、消費者の食の安全と安心を確保する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 消費者行政担当職員を研修等への参加を通じて知識の向上や情報の収集を図る。

（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存） 執務参考図書を購入し、相談窓口としての機能充実を図る。

（強化） 参考図書を用いて職員の研鑚を行い、職員の専門性・対応力を高める。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -                    千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 3,875              千円

千円

前年度の消費者行政予算 3,875                 千円

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

平成20年度の消費者行政予算 -                       

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

20年度差 -                    

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,920  

うち交付金等対象経費 2,920              千円

1        

今年度の消費者行政予算 2,920                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

有

無

③就労環境の向上

④その他

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 2            人

うち委託等の相談員 前年度末 人

うち定数外の相談員 前年度末 人相談員数

今年度末予定 相談員数 人

消費生活相談員の配置 人前年度末

人うち定数内の相談員 前年度末 相談員数



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,218 - 529 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

消費者被害防止のための啓発用チラシ：90千円
放射能検査事業に係る校正費・需要費：529千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者問題啓発用チラシ作製・配布。自家消費野菜等放射能検査事
業。消費者の食の安心・安全を確保するため、自家消費野菜等の放射
性物質検査をする体制整備を用する。

619 619 - - 

⑧消費生活相談体制整備事業
自家消費野菜等放射能検査事業。消費者の食の安心・安全を確保する
ため、自家消費野菜等の放射性物質検査をする体制整備の為検査員を
雇用する。

2,128 1,599 - 529 
放射能物質検査に係る人件費：2,128千円
（賃金：1,843千円、共済費：285千円）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 下郷町 自治体コード

合計 2,747 

073628

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 消費者の食の安心・安全を確保するため、自家消費野菜等の放射性物質検査をする体制整備の為検査員を雇用する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費者問題啓発用チラシ作製・配布。消費者の食の安心・安全を確保するため、自家消費野菜等の放射性物質検査する体制整備を用する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -                    千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

2,763                 千円

うち交付金等対象経費 2,747              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,128                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,100                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 7,743              千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 7,759                 千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 16                   千円 20年度差 16                   

追加的総業務量（総時間）

1        1,953  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,128      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 16                   千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

有

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,256 - 330 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

消耗品費　50千円　　委託料　216千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査に係る消耗品費・校
正費【交付金】

266 266 

⑧消費生活相談体制整備事業
自家消費野菜等放射能検査に係る人件費
第1四半期【基金】第2～4四半期【交付金】

1,320 990 330 賃金　1,320千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 檜枝岐村 自治体コード

合計 1,586 

073644

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 自家消費野菜等放射能検査事業関連

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 自家消費野菜等放射能検査事業関連

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -                    千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

1,586                千円

うち交付金等対象経費 1,586              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,320                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,320                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 1,586              千円

平成20年度の消費者行政予算 -                      千円

前年度の消費者行政予算 1,586                千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

追加的総業務量（総時間）

1        1,320  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,320      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

3,399 - 611 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

需用費(検査および啓発活動事務消耗品460千円)
需用費(自家消費用検査委託のうち検査消耗品費65千円)
需用費(自家消費用検査委託のうち光熱水費130千円)
需用費(非破壊式検査機に係る電気料96千円)
需用費(検査機器経年劣化対策費300千円)
役務費(検査機器校正手数料775千円)

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

食品放射能簡易分析機器(NaI)による農林水産物
のスクリーニング検査の実施および、食品と放射
性物質に関する啓発活動。

1,826 1,769 - 57 

⑧消費生活相談体制整備事業
食品放射能簡易分析機器(NaI)による農林水産物
のスクリーニング検査の実施および、食品と放射
性物質に関する啓発活動。

2,184 1,630 - 554 人件費(検査員賃金2,184千円)

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 只見町 自治体コード

合計 4,010 

007367

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 現行の検査事業を推進するとともに、食品と放射性物質に関する啓発活動に注力する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 現行の検査事業を推進するとともに、食品と放射性物質に関する啓発活動に注力する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -5,499            千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

12,109               千円

うち交付金等対象経費 4,010              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 4,344              千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 17,942               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 8,099              千円 20年度差 8,099              

追加的総業務量（総時間）

1        2,184  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 13,598            千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,750 - 500 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

需用費（消耗品費）　600千円　需用費（維持費）　648千
円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査の体制整備 2,654 1,248 - 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査の体制整備 9,221 1,502 500 賃金　1,761千円　　共済費　241千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 南会津町 自治体コード

合計 11,875 

007368

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 原発事故後、食品等の放射線量が懸念される中、消費者の食の安全・安心を確保するために、食品等の放射性物質検査体制を整備する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 原発事故後、食品等の放射線量が懸念される中、消費者の食の安全・安心を確保するために、食品等の放射性物質検査体制を整備する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 1,210              千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

11,875               千円

うち交付金等対象経費 3,250              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,002                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,027                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 3,460              千円

平成20年度の消費者行政予算 184                    千円

前年度の消費者行政予算 10,875               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 8,625              千円 20年度差 8,441              

追加的総業務量（総時間）

1        1,760  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,002      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 7,415              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,161 - 547 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

人件費(2,184千円)
委託費(300千円)
メンテナンス費(216千円)

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家用野菜等検査業務 2,708 2,161 - 547 

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 北塩原村 自治体コード

合計 2,708 

074021

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等放射能検査業務

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -276               千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

5,266                 千円

うち交付金等対象経費 2,708              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,700              千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 5,534                 千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 2,558              千円 20年度差 2,558              

追加的総業務量（総時間）

1        1,628  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 2,834              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

3,345 - 515 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

消費者行政啓発物品（パンフレット・ファイル等）950,000
円
放射能検査消耗品115,000円、校正費440,000円、維持
費300,000円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者行政啓発チラシ・パンフレットの作成・購入
費
放射能検査に係る消耗品・校正費

1,805 1,800 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等の放射能検査員人件費 2,060 1,545 515 
社会保険料264,000円、賃金1,796,000円
※515千円は4～6月の検査員人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 西会津町 自治体コード

合計 3,865 

074055

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 検査員を雇用し、放射能検査の実施し食の安全安心の確保に努める。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 敬老会等で町民への啓発物品の配布、広報による注意喚起。

（強化） 広報・周知による消費者被害への意識啓発、放射能検査の実施による食への安心安全の確保。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -117               千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 5,000                 千円

3,865                 千円

うち交付金等対象経費 3,860              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,060                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,160                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 10,960             千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 11,082               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 5                    千円 20年度差 5                    

追加的総業務量（総時間）

1        1,860  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,060      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 122                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,815 - 441 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（事業者指導や法執行等）

校正点検料（２台分）４３２千円
放射能簡易検査室光熱水費（年間）５６千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（地域の多様な主体等との連携の
強化を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（消費者の安心・安全を確保するた
めの取組）

放射能簡易検査機校正点検料
放射能簡易検査室光熱水費

488 474 - 14 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等の放射能簡易検査業務 1,768 1,341 - 427 人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加
支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 磐梯町 自治体コード

合計 2,256 

074071

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（地域の多様な主体等との連携の
強化を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 地域における自家消費野菜等の放射能簡易検査を年間を通じて検査するもの

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（消費者の安心・安全を確保するた
めの取組）

（既存）

（強化）
放射能簡易検査室における放射能簡易検査機にかかる校正点検料
放射能簡易検査室における年間光熱水費

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加
支援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -429               千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

うち先駆的事業 -                      千円

2,256                千円

うち交付金等対象経費 2,256              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,768                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,046                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

うち交付金等対象経費 2,109              千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 2,538                千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

追加的総業務量（総時間）

1        1,848  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,768      

うち先駆的事業 -                      千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 429                千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,976 - 518 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

需用費（消耗品費）450千円　役務費（手数料）648千円
需用費（消耗品費（消費者行政体制強化事業関係））
200千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

・自家消費野菜等放射能検査に係る経費（消耗品・校正
費）
・消費者被害防止のための啓発チラシ配布（全戸配布）

1,328 1,298 

旅費12千円

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査に係る経費（人件費） 2,198 1,666 518 賃金1,912千円　共済費272千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

職員等の研修参加支援 12 12 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 猪苗代町 自治体コード

合計 3,538 

074080

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 自家消費野菜等放射性物質検査のための人員確保

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） リーフレット配布による消費者（町民）への啓発強化。自家消費野菜等放射性物質検査に必要な消耗品の購入、検査機器の点検（校正）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 自家消費野菜等放射性物質検査に係わる研修への参加。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 4                    千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

3,564                 千円

うち交付金等対象経費 3,494              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 3,737              千円

平成20年度の消費者行政予算 20                     千円

前年度の消費者行政予算 3,803                 千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 70                   千円 20年度差 50                   

追加的総業務量（総時間）

1        2,016  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 66                   千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

3,437 - 508 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

啓発パンフレット購入
検査機器の消耗品・メンテナンス経費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

パンフレット等による消費生活意識の向上
放射性物質検査機器の貸与により食の安全性確
保

1,873 1,840 24 

研修参加費・負担金

⑧消費生活相談体制整備事業
放射性物質検査機器の貸与により食品安全性の

確保
1,933 1,449 484 検査員の人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活相談に関する研修に参加 148 148 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 会津坂下町 自治体コード

合計 3,954 

074217

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 放射能簡易分析装置にかかる放射性物質検査に従事する検査員の人件費

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
パンフレット等を全戸に配布して、消費生活トラブルの傾向と対策を周知する。各種情報をプリントして、各施設へ配布し啓発広報の強化を図る。放射能
分析簡易装置にかかる放射能物質検査に伴う消耗品及び、メンテナンス経費。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 相談内容の充実などを図るため、国民生活センター等で実施する消費生活相談に関する研修に参加し、職員のレベルアップを図る。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -5,041             千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

3,954                 千円

うち交付金等対象経費 3,945              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,933                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,933                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 9,546              千円

平成20年度の消費者行政予算 50                     千円

前年度の消費者行政予算 14,596               千円

人

年間研修総日数 8        人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 4        人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 9                    千円 20年度差 -41                 

追加的総業務量（総時間）

1        1,944  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,933      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 5,050              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 無

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,877 - 454 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

需用費（消耗品費）１００千円（機器修繕費）１００千円
役務費（校正費）１７３千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

放射能簡易分析装置に係る放射性物質検査（消
耗品・校正費）

373 373 

旅費９千円

⑧消費生活相談体制整備事業 放射能簡易分析装置に係る放射性物質検査 1,949 1,495 454 賃金１，６６０千円　共済費２８９千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

放射能簡易分析検査職員の研修参加支援 9 9 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 湯川村 自治体コード

合計 2,331 

074225

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 放射性物質検査に伴う操作員賃金、社会保険料

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 放射性物質検査に伴う消耗品、機器修繕費、校正手数料

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 放射能簡易分析検査職員の研修参加に伴う旅費

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -                    千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

2,331              千円

うち交付金等対象経費 2,331              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,924                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,935                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,308              千円

平成20年度の消費者行政予算 -                      千円

前年度の消費者行政予算 2,308              千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

追加的総業務量（総時間）

1        1,661  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,924      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

うち交付金等対象外経費 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,783 - 551 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

消耗品費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

放射能検査の実施 150 150 

⑧消費生活相談体制整備事業 放射能検査員の確保 2,184 1,633 551 検査員人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 柳津町 自治体コード

合計 2,334 

074233

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 放射能検査員を確保する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 消費者の食品等の放射能検査を実施する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -                    千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

2,334                千円

うち交付金等対象経費 2,334              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,700              千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 2,700                千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

追加的総業務量（総時間）

1        2,000  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,972 - 546 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

検査機校正費　216千円、検査消耗品費　300千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

食品等の放射能検査業務（検査機の点検・校正、
消耗品）

516 516 

⑧消費生活相談体制整備事業 食品等の放射能検査業務（検査員の賃金） 2,002 1,456 546 検査員賃金　2,002千円（1人×11カ月）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 三島町 自治体コード

合計 2,518 

007444

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 食品等の放射能検査業務（検査員の賃金）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 食品等の放射能検査業務（検査機の点検・校正、消耗品）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -                    千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

2,518                千円

うち交付金等対象経費 2,518              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,002                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,700              千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 2,700                千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

追加的総業務量（総時間）

1        1,900  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,002      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,251 - 536 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

検査器維持費、消耗品費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

東日本大震災に伴う原発事故による放射能に対
する消費者の不安を解消し、消費者行政の活性

化を図る
646 646 

⑧消費生活相談体制整備事業
東日本大震災に伴う原発事故による放射能に対
する消費者の不安を解消し、消費者行政の活性

化を図る
2,141 1,605 536 賃金、共済費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 金山町 自治体コード

合計 2,787 

074450

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 東日本大震災に伴う原発事故による放射能に対する消費者の不安を解消し、消費者行政の活性化を図る

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 東日本大震災に伴う原発事故による放射能に対する消費者の不安を解消し、消費者行政の活性化を図る

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -                    千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

2,787                 千円

うち交付金等対象経費 2,787              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,141                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,016                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,658              千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 2,658                 千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

追加的総業務量（総時間）

1        2,016  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,141      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,107 - 447 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

需用費 65千円
需用費 174千円、役務費(校正費用) 440千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

社会福祉協議会と連携し、高度な消費者相談に
対応するための、司法書士・弁護士相談会の開催

90 90 
報償費 900千円
(司法書士 20千円*2回、弁護士相談会 50千円)

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者の安心安全を確保する啓発パンフレットや
回覧板の製作・配布
自家消費野菜等放射能検査の実施

679 679 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査の実施 1,785 1,338 447 人件費 1,524千円、共済費 261千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 昭和村 自治体コード

合計 2,554 

007446

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存） なし

（強化） 社会福祉協議会と連携し、高度な消費者相談に対応するため、相談会を開催する。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等の放射能簡易検査業務にかかる検査員を確保する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
高齢者等を狙う悪徳商法などの注意喚起パンフレットや回覧板を製作し、消費者被害の未然防止を図る。
および自家消費野菜等の放射能簡易検査の実施。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 200                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

うち先駆的事業 -                       千円

2,754                 千円

うち交付金等対象経費 2,554              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,785                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,785                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

うち交付金等対象経費 4,212              千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 4,212                 千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 200                 千円 20年度差 200                 

追加的総業務量（総時間）

1        1,760  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,785      

うち先駆的事業 -                       千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 -            人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 -            人

-            人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 -            うち定数外の相談員

相談員数 -            

人

人前年度末

相談員数 -            

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

3,993 - 573 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

検査員人件費（委託料）
　基本給 1,749,000円、共済費等 435,000円
消費者相談ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ 152,000円、広報用紙 30,000円
検査機器消耗品 750,000円、
需用費（維持費） 250,000円
真度校正手数料 1,080,000円、通信運搬費 84,000円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

食品の放射能物質簡易検査に伴う検査員の人件
費、住民への消費生活啓発物品（パンフレット等）
の配布

4,824 3,957 573 

研修会参加旅費　20,000円、研修会時飼料代　6,000円

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

研修会に参加し、消費生活相談担当職員のレベ
ルアップを図る

26 26 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

参考図書の購入 10 10 

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 会津美里町 自治体コード

合計 4,860 

074471

参考図書　10,000円

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
食品の放射性物質簡易検査に従事する検査員の人件費、放射性物質簡易検査機器の消耗品及びメンテナンス経費
パンフレット等を敬老会や成人式で配布し、消費生活トラブルについて周知する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 相談対応力を高めるため、消費者行政担当職員を研修に参加させ、レベルアップを図る。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化） 参考図書を用いて、職員の専門性及び対応力を高める。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -2,555             千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

12,360               千円

うち交付金等対象経費 4,566              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 4,180              千円

平成20年度の消費者行政予算 30                     千円

前年度の消費者行政予算 14,529               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 7,794              千円 20年度差 7,764              

追加的総業務量（総時間）

1        1,944  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 10,349             千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,987 - 546 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

維持費　300千円、検査所運営業務委託　2,184千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射性物質検査に係る経費（維
持費、委託料）

2,484 1,938 546 

旅費　49千円

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

検査員等の研修会等参加に係る旅費として 49 49 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 西郷村 自治体コード

合計 2,533 

074616

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 食品中の放射性物質検査に必要な機器のメンテナンスや拡充

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 食品検査員のレベルアップを図る

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -8,945             千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

3,184                 千円

うち交付金等対象経費 2,533              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,052                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 11,005             千円

平成20年度の消費者行政予算 15                     千円

前年度の消費者行政予算 20,601               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 651                 千円 20年度差 636                 

追加的総業務量（総時間）

1        1,632  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,835      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 9,596              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,579 - 605 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

⑧消費生活相談体制整備事業
消費者の身近なところで食品等の放射性物質検
査をする体制の整備(交付金）

2,549 1,579 605 検査員人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 泉崎村 自治体コード

合計 2,549 

074641

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 食品等の放射性物質検査の体制を強化し、村民の健康と食品の安全性の確保を図る

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 751                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

5,352                 千円

うち交付金等対象経費 2,184              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,557              千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 4,974                 千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 3,168              千円 20年度差 3,168              

追加的総業務量（総時間）

1        2,000  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 2,417              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

合計 2,360 1,638 - 546 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

.

⑧消費生活相談体制整備事業
消費者庁から貸与された放射能簡易分析装置に
より、野菜等の放射能分析簡易検査を実施する。

2,360 1,638 546 人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

074659 平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 中島村 自治体コード

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし

（強化） 放射能簡易分析装置により、野菜等の放射能分析簡易検査を実施するための人員確保

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -518               千円

千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 694                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,088                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,572              千円

千円

前年度の消費者行政予算 3,266                 千円

対象人員数計 追加的総費用

1        2,184      

平成20年度の消費者行政予算

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        2,016  

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態

今年度の消費者行政予算 2,360                 千円

うち交付金等対象経費 2,184              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

研修参加・受入要望

うち交付金等対象外経費 176                 千円 20年度差 176                 



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 無

無

③就労環境の向上

④その他

前年度における雇止めの有無

具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

処遇改善の取組

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

相談員総数 -            人

うち定数内の相談員 相談員数 今年度末予定 相談員数 人

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -            人 今年度末予定

前年度末 人

うち定数外の相談員 前年度末 人

うち委託等の相談員 前年度末 人

相談員数



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,995 - 753 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

測定センター維持管理費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者の食の安心・安全を確保するため、消費者の身
近なところで食品等の放射性物質を検査する体制を整
備する。

1,864 453 111 

⑧消費生活相談体制整備事業
消費者の食の安心・安全を確保するため、消費者の身
近なところで食品等の放射性物質を検査する体制を整
備する。

5,136 1,542 642 人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 矢吹町

合計

074667自治体コード 平成 27 年度

7,000 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 消費者の食の安心・安全を確保するため、消費者の身近なところで食品等の放射性物質を検査する体制を整備する。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化） 消費者の食の安心・安全を確保するため、消費者の身近なところで食品等の放射性物質を検査する体制を整備する。

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1,851              千円4,268              千円 20年度差 4,246              千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 7,016                 千円

うち交付金等対象経費 2,748              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 2,417              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 3,700              千円

追加的総費用

2,184      

平成20年度の消費者行政予算 22                     千円

前年度の消費者行政予算 6,117                 千円

対象人員数計

1        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        2,016  

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,360 - 503 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

啓発チラシ　437,400円、啓発冊子　216,000円、啓発
グッズ　216,000円、消耗品（コピー用紙、インク）等
150,000円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者行政にかかるチラシや啓発品を配布しなが
ら、住民に対して消費者行政に関する意識付けを
行う。

1,020 1,020 

⑧消費生活相談体制整備事業
消費者の食の安心安全を確保するため、操作員
を雇用して放射能分析器を使用した検査を行う。

1,843 1,340 503 操作員人件費　1,842,885円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 棚倉町

合計

007481自治体コード 平成 27 年度

2,863 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費者行政に関する意識付けのために、チラシの全戸配布やイベント等でのチラシや啓発品の配布により住民への意識付けを図っていく。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化） 消費者の食の安全・安心の確保を更に強化するため、放射能分析器の捜査員を雇用する。

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

なし

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

-335               千円8,788              千円 20年度差 8,778              千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,843                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 11,651               千円

うち交付金等対象経費 2,863              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 9,123              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,813                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 1,813              千円

追加的総費用

1,843      

平成20年度の消費者行政予算 10                     千円

前年度の消費者行政予算 10,936               千円

対象人員数計

1        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,721  

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,620 - 475 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

広報資料・コンテンツ作成・購入費　194,400円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者教育・啓発用パンフレットを購入し、全戸に
配布することにより、町民に対する消費者教育・啓
発を図る。

195 194 

⑧消費生活相談体制整備事業 食品の放射性物質測定に係る作業員賃金の支給 3,804 1,426 475 作業員賃金、社会保険料等（1名分）　1,901,000円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 矢祭町

合計

074829自治体コード 平成 27 年度

3,999 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 消費者教育・啓発用パンフレットを配布し、消費者の教育及び啓発を図る。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化） 食品の放射性物質測定に係る作業員の賃金を支給し、測定業務の安定化を図る。

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

128                 千円1,904              千円 20年度差 1,904              千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,901                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 3,999                千円

うち交付金等対象経費 2,095              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,776              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,126                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,443              千円

追加的総費用

1,901      

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 4,219                千円

対象人員数計

1        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,827  

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,057 - 547 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

作成費140円×3000枚

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者行政啓発チラシ全戸配布 420 420 

⑧消費生活相談体制整備事業 放射能簡易検査人件費 2,184 1,637 547 
賃金日額7,775円×244日＝1,897,100
社会保険料等1,897,100×0.15144＝287,296

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 塙町

合計

074837自治体コード 平成 27 年度

2,604 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） チラシ配布

（強化） 啓発物、チラシ等の配布により消費者に関する情報の提供を行う。被害に遭わないように情報発信をする。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化） 食品等の放射性物質の検査を行い、消費者の食の安全・安心を確保するための検査員を配置する。

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

なし

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

-                    千円-                    千円 20年度差 -65                 千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 2,604                千円

うち交付金等対象経費 2,604              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 3,487              千円

追加的総費用

2,184      

平成20年度の消費者行政予算 65                     千円

前年度の消費者行政予算 3,487                千円

対象人員数計

1        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,891  

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,516 - 488 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

印刷製本費78千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者を守る未然防止チラシを作成し、悪質業者
等から消費者の暮らしを守る。

78 78 

⑧消費生活相談体制整備事業
自家消費野菜等の簡易分析に係る人員を確保
し、自家消費野菜等を安心して消費できるよう検
査体制を整える。

1,926 1,438 488 賃金1,686千円、共済費240千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 鮫川村

合計

074845自治体コード 平成 27 年度

2,004 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
悪質業者等による消費者を狙う手口は常に生まれているため、最新の情報を提供し、消費者教育と消費者トラブル未然防止を兼ねてチラシを作成し、啓
発活動に努める。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化） 検査員の放射能・放射線についての知識を深め、消費者への情報提供と安心して消費できるよう広報活動にも努める。

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

なし

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

476                 千円476                 千円 20年度差 476                 千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,926                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 2,480                 千円

うち交付金等対象経費 2,004              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,925                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,662              千円

追加的総費用

1,926      

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 2,662                 千円

対象人員数計

1        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        2,016  

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

無

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

932 - - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

消耗品費　９３３千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害防止のための啓発資料全戸配布 933 932 

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 石川町

合計

075019自治体コード 平成 27 年度

933 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 自立した消費者の育成のために啓発資料を作成し全戸配布を行う

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

-                    千円1                    千円 20年度差 1                    千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 933                   千円

うち交付金等対象経費 932                 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1                    千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 1,721              千円

追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 1,722                千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

無

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,729 - 453 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

機器維持費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査に係る経費 200 200 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査に係る経費 1,983 1,529 453 検査員賃金及び社会保険料

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 玉川村

合計

007502自治体コード 平成 27 年度

2,183 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 放射性物質検査体制を消費者の方々に更なる利用しやすい環境に整備する。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化） 放射性物質検査体制を消費者の方々に更なる利用しやすい環境に整備する。放射能に関して知見を得て消費者に情報提供する。

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

807                 千円4,787              千円 20年度差 4,777              千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,888                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 6,969                 千円

うち交付金等対象経費 2,182              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 3,980              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,962                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,927              千円

追加的総費用

1,982      

平成20年度の消費者行政予算 10                     千円

前年度の消費者行政予算 6,907                 千円

対象人員数計

1        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,889  

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

無

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,938 - 546 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

委託料（人件費補助）消耗品

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害未然防止啓発　放射能簡易検査関連 2,333 1,741 480 

⑧消費生活相談体制整備事業 消費者被害未然防止啓発　放射能簡易検査関連 308 197 66 共済費　社会保険料（人件費補助）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 平田村

合計

075035自治体コード 平成 27 年度

2,641 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費者被害未然防止のための事業取組　消費者の安心・安全を確保するための取組

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化） 消費者被害未然防止のための事業取組　消費者の安心・安全を確保するための取組

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

なし

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

24                   千円158                 千円 20年度差 158                 千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 2,642                 千円

うち交付金等対象経費 2,484              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 134                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 263                    千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,702              千円

追加的総費用

263         

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 2,836                 千円

対象人員数計

1        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,920  

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

参加者数 人 実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人人

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

無

無

うち委託等の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,719 - 459 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

需用費（消耗品）　500千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

町の敬老会や各種イベントにおける啓蒙用品の配布。
月２回JR浅川駅前防犯活動においての街頭活動。

508 500 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査に係る経費（人件費） 3,356 1,219 459 賃金　1,452千円　共済費　226千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 浅川町 自治体コード

合計 3,864 

075043

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 消費者の身近なところで食品等の放射性物質を検査するため、臨時・嘱託職員を配置する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
町の敬老会、夏の花火大会、フェスティバル等各種事業の際に消費者行政啓発活動を展開する。
月に２回実施する防犯街頭活動とタイアップし、JR浅川駅前で啓発活動を展開する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -1,276             千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

3,864                 千円

うち交付金等対象経費 2,178              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,678                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,820                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,812              千円

平成20年度の消費者行政予算 555                    千円

前年度の消費者行政予算 5,774                 千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 1,686              千円 20年度差 1,131              

追加的総業務量（総時間）

1        1,875  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,678      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 2,962              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,299 - 438 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査に係る人件費 1,737 1,299 438 賃金　1,517　社会保険料等　220

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 古殿町 自治体コード

合計 1,737 

075051

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 自家消費野菜等の放射能簡易検査に伴う臨時職員の雇用

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -                    千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

1,737                 千円

うち交付金等対象経費 1,737              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,737                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,718                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,201              千円

平成20年度の消費者行政予算 -                       千円

前年度の消費者行政予算 2,201                 千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

追加的総業務量（総時間）

1        1,920  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,737      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,457 - 518 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

灯油代27千円　電気・水道180千円　通信運搬費120千
円　維持費300千円
印刷製本費529千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

放射性物質検査体制の整備【交付金】【基金】
消費者生活啓発用冊子の小中学生・新成人及び
全戸配布【交付金】

4,152 1,093 63 

⑧消費生活相談体制整備事業 放射性物質検査体制の整備【交付金】【基金】 8,016 1,364 455 賃金1,819千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 三春町 自治体コード

合計 12,168 

075213

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 消費者の食の安全・安心を確保するための食品等の放射性物質測定体制の強化

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）
消費者の食の安全・安心を確保するための食品等の放射性物質測定体制の強化
消費生活啓発冊子を全戸・新成人及び小中学生へ配布し消費者行政や相談窓口の周知を図る。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -7,065             千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

12,168               千円

うち交付金等対象経費 2,975              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,819                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,761                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 3,980              千円

平成20年度の消費者行政予算 23                     千円

前年度の消費者行政予算 20,238               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 9,193              千円 20年度差 9,170              

追加的総業務量（総時間）

1        2,016  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,819      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 16,258             千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,948 - 490 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

報償費　100千円　　消耗品費269千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

弁護士による無料法律相談会開催、消費者啓発
用リーフレット配付に係る経費【交付金】

371 369 

消耗品費　2千円　　旅費　120千円

⑧消費生活相談体制整備事業
自家消費用野菜等放射能検査に係る費用【交付
金】

1,949 1,457 490 共済費　262千円　　賃金　1,685千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

担当職員の各種研修会参加に係る経費【交付金】 124 122 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 小野町 自治体コード

合計 2,444 

075221

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 放射能簡易分析機器により食品の放射能分析を行い、住民の安全安心を図る。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 弁護士による無料法律相談会の開催、消費者啓発用リーフレットの配布等を行い、消費生活相談に係る体制強化し、住民の安全安心を図る。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 担当職員の資質向上のため各種研修会へ参加し、レベルアップを図る。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -431               千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

2,444                 千円

うち交付金等対象経費 2,438              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,947                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,929                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 3,284              千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 3,721                 千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 6                    千円 20年度差 6                    

追加的総業務量（総時間）

1        1,960  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,947      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 437                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

6,122 - 429 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

講師謝礼4,480千円、講師旅費355千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

法テラスによる専門家相談窓口 4,835 4,835 

⑧消費生活相談体制整備事業 食品等における放射能簡易分析事業 1,716 1,287 429 賃金1,430千円、共済費286千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 広野町 自治体コード

合計 6,551 

075418

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 一般食品等の放射能簡易分析を強化することで、放射能物質の低減理解増進を図り、町内農産物等に対する風評被害払拭に努める。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 専門家を招くことで、相談窓口を充実させ、町民の抱えるトラブル解消に努める。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 10,868             千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

24,564               千円

うち交付金等対象経費 6,551              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,716                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,128                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 17,066             千円

平成20年度の消費者行政予算 46                     千円

前年度の消費者行政予算 24,211               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 18,013             千円 20年度差 17,967             

追加的総業務量（総時間）

1        1,144  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,716      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 7,145              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,792 - 655 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

需用費【維持費】600千円、印刷製本費562千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査に係る経費（維持費）
消費者問題啓発パンフレットの頒布

4,448 1,162 - 

旅費48千円、教材費3千円

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査に係る経費（人件費） 4,368 1,579 655 賃金1,920千円、社会保険料等264千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

職員の研修参加支援 51 51 - 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 楢葉町 自治体コード

合計 8,867 

075426

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 原発事故以後の消費生活意識の変化に伴う町民の要望に対応するため、放射性物質検査員を配置する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
原発事故以後の消費生活意識の変化に伴う町民の要望に対応するため、放射性物質検査体制を整備維持する。
悪質商法や詐欺等の犯罪、商品事故等による被害を防止する為、消費者へ向け教育啓発活動を実施する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 国民生活センター等が実施する研修等を活用し、消費生活担当職員等のレベルアップを図る。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 3,236              千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

8,867              千円

うち交付金等対象経費 3,447              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184              千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184              千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 6,620              千円

平成20年度の消費者行政予算 9                    千円

前年度の消費者行政予算 8,804              千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 5,420              千円 20年度差 5,411              

追加的総業務量（総時間）

1        2,000  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 2,184              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,523 - 508 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

通信運搬費
　27年度本予算（推進交付金対応分）：6,000円×9ヶ月×2台
×1.08
　基金（活性化交付金対応分）：6,000円×3ヶ月×2台×1.08

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

福島県から貸与された放射能簡易測定器により、
消費者の食品に対する不安解消を目的とした放
射能測定業務を行う

3,256 117 39 

⑧消費生活相談体制整備事業
福島県から貸与された放射能簡易測定器により、
消費者の食品に対する不安解消を目的とした放
射能測定業務を行うと共に人材育成に努める

7,500 1,406 469 
臨時雇用職員賃金
　27年度本予算（推進交付金対応分）：189日×7,440円
　基金（活性化交付金対応分）：63日×7,440円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 富岡町 自治体コード

合計 10,756 

075434

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 放射能に関する知識をより深め、区域見直し後の町内での測定業務を実施できる人材育成に努める。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 営農再開や町内帰還に向け作物の作付が増加することが予測されることから、食品の放射能簡易測定器を増設し体制を強化する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -178               千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

10,756               千円

うち交付金等対象経費 2,031              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,875                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,769                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 6,254              千円

平成20年度の消費者行政予算 5                       千円

前年度の消費者行政予算 15,157               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 8,725              千円 20年度差 8,720              

追加的総業務量（総時間）

1        2,016  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,875      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 8,903              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,719 - - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

【需用費】燃料費：324千円（30千円×2か所×5か月×
1.08）光熱水費：584千円（25千円×12ヶ月×1.08）（20
千円×12ヶ月×1.08）印刷製本費：595千円（1350部×
34円×12ヶ月×1.08）修繕費：216千円（200千円×
1.08）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

食品放射能簡易検査事業【交付金】 1,719 1,719 - - 

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 川内村 自治体コード

合計 1,719 

075442

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 徐々に少人数ながら帰村者率が増加してきている。区域解除及び採取、摂取制限の解除等があり、より強化な体制づくりとしたい。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 -                    千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

1,719                千円

うち交付金等対象経費 1,719              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 5,492              千円

平成20年度の消費者行政予算 40                     千円

前年度の消費者行政予算 5,492                千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -40                 

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

うち交付金等対象外経費 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,533 - 512 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

⑧消費生活相談体制整備事業
「食の安心・安全」に資するための検査体制及び
消費生活相談体制の充実強化を図るため。

2,045 1,533 - 512 臨時職員１名：賃金１，７７１千円、社会保険料２７４千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 双葉町 自治体コード

合計 2,045 

075469

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 「食の安心・安全」に資するための検査体制及び消費生活相談体制の充実強化を図るため臨時職員を配置する

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等の食品などの放射能簡易分析における消耗品費等及びメンテナンスに係る経費

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 2,100              千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

4,145                千円

うち交付金等対象経費 2,045              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,045                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,902                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 4,117              千円

平成20年度の消費者行政予算 -                      千円

前年度の消費者行政予算 4,117                千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 2,100              千円 20年度差 2,100              

追加的総業務量（総時間）

1        1,871  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,045      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

1,938 - 546 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

経年劣化等対応費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査に係る経費（消耗品・
校正費等）

400 300 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査に係る経費（人件費） 13,362 1,638 546 臨時職員賃金1名分

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 浪江町 自治体コード

合計 13,762 

075477

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 食品等の放射能分析業務

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 食品等の放射能分析業務

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 2,806              千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

13,762               千円

うち交付金等対象経費 2,484              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 5,580              千円

平成20年度の消費者行政予算 -                       千円

前年度の消費者行政予算 14,052               千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 11,278             千円 20年度差 11,278             

追加的総業務量（総時間）

1        2,016  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 8,472              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

2,120 - 546 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

報酬、旅費、機器修繕費等

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費生活相談窓口の強化を図るため、専門家に
派遣を依頼する。放射性物質検査体制の強化を
図るため、検査窓口を設置する。

482 482 

⑧消費生活相談体制整備事業
放射性物質検査体制の強化を図るため、検査員
を雇用する。

2,184 1,638 546 放射性物質検査人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 新地町 自治体コード

合計 2,666 

075612

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）
消費生活相談窓口の強化を図るため、専門家に派遣を依頼する。消費者の食に対する不安を無くし、安全・安心な生活を送ることができるように食品の
放射性物質の検査を強化する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円 前年度差 1,831              千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

4,497                 千円

うち交付金等対象経費 2,666              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 4,497              千円

平成20年度の消費者行政予算 -                       千円

前年度の消費者行政予算 4,497                 千円

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象外経費 1,831              千円 20年度差 1,831              

追加的総業務量（総時間）

1        2,016  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

②研修参加支援

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定 相談員数 人

人

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

人

人前年度末

相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末


